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大気汚染防止法及び関係通知等（建築物の解体等に関する部分） 

 

○大気汚染防止法（昭和四十三年六月十日法律第九十七号） 

   第一章 総則  

（目的）  

第一条  この法律は、工場及び事業場における事業活動並びに建築物の解体等に伴うばい煙、揮発性有機化

合物及び粉じんの排出等を規制し、有害大気汚染物質対策の実施を推進し、並びに自動車排出ガスに係る許

容限度を定めること等により、大気の汚染に関し、国民の健康を保護するとともに生活環境を保全し、並びに

大気の汚染に関して人の健康に係る被害が生じた場合における事業者の損害賠償の責任について定めるこ

とにより、被害者の保護を図ることを目的とする。  

（定義等）  

第二条   

９  この法律において「特定粉じん」とは、粉じんのうち、石綿その他の人の健康に係る被害を生ずるおそれがあ

る物質で政令で定めるものをいい、「一般粉じん」とは、特定粉じん以外の粉じんをいう。  

１２  この法律において、「特定粉じん排出等作業」とは、吹付け石綿その他の特定粉じんを発生し、又は飛散さ

せる原因となる建築材料で政令で定めるもの（以下「特定建築材料」という。）が使用されている建築物を解体

し、改造し、又は補修する作業のうち、その作業の場所から排出され、又は飛散する特定粉じんが大気の汚染

の原因となるもので政令で定めるものをいう。  

   第二章の二 粉じんに関する規制  

（作業基準）  

第十八条の十四  特定粉じん排出等作業に係る規制基準（以下「作業基準」という。）は、特定粉じんの種類及

び特定粉じん排出等作業の種類ごとに、特定粉じん排出等作業の方法に関する基準として、環境省令で定め

る。  

（特定粉じん排出等作業の実施の届出）  

第十八条の十五  特定粉じん排出等作業を伴う建設工事（以下「特定工事」という。）を施工しようとする者は、特

定粉じん排出等作業の開始の日の十四日前までに、環境省令で定めるところにより、次に掲げる事項を都道

府県知事に届け出なければならない。ただし、災害その他非常の事態の発生により特定粉じん排出等作業を

緊急に行う必要がある場合は、この限りでない。  

一  氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

二  特定工事の場所  
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三  特定粉じん排出等作業の種類  

四  特定粉じん排出等作業の実施の期間  

五  特定粉じん排出等作業の対象となる建築物の部分における特定建築材料の種類並びにその使用箇所及び

使用面積  

六  特定粉じん排出等作業の方法  

２  前項ただし書の場合において、当該特定粉じん排出等作業を伴う特定工事を施工する者は、速やかに、同

項各号に掲げる事項を都道府県知事に届け出なければならない。  

３  前二項の規定による届出には、当該特定粉じん排出等作業の対象となる建築物の配置図その他の環境省

令で定める事項を記載した書類を添付しなければならない。  

（計画変更命令）  

第十八条の十六  都道府県知事は、前条第一項の規定による届出があつた場合において、その届出に係る特

定粉じん排出等作業の方法が作業基準に適合しないと認めるときは、その届出を受理した日から十四日以内

に限り、その届出をした者に対し、その届出に係る特定粉じん排出等作業の方法に関する計画の変更を命ず

ることができる。  

（作業基準の遵守義務）  

第十八条の十七  特定工事を施工する者は、当該特定工事における特定粉じん排出等作業について、作業基

準を遵守しなければならない。  

（作業基準適合命令等）  

第十八条の十八  都道府県知事は、特定工事を施工する者が当該特定工事における特定粉じん排出等作業に

ついて作業基準を遵守していないと認めるときは、その者に対し、期限を定めて当該特定粉じん排出等作業に

ついて作業基準に従うべきことを命じ、又は当該特定粉じん排出等作業の一時停止を命ずることができる。  

（注文者の配慮）  

第十八条の十九  特定工事の注文者は、当該特定工事を施工する者に対し、施工方法、工期等について、作業

基準の遵守を妨げるおそれのある条件を付さないように配慮しなければならない。  

   第六章 罰則  

第三十三条  第九条、第九条の二、第十四条第一項若しくは第三項、第十八条の八又は第十八条の十一の規

定による命令に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。  

第三十三条の二  次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。  

一  第十三条第一項又は第十三条の二第一項の規定に違反した者  

二  第十七条第三項、第十八条の四、第十八条の十六、第十八条の十八又は第二十三条第二項の規定による

命令に違反した者  

２  過失により、前項第一号の罪を犯した者は、三月以下の禁錮又は三十万円以下の罰金に処する。  
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第三十四条  次の各号のいずれかに該当する者は、三月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。  

一  第六条第一項、第八条第一項、第十八条の六第一項若しくは第三項又は第十八条の十五第一項の規定に

よる届出をせず、又は虚偽の届出をした者  

二  第十五条第二項又は第十五条の二第二項の規定による命令に違反した者  

第三十五条  次の各号のいずれかに該当する者は、二十万円以下の罰金に処する。  

一  第七条第一項、第十八条第一項若しくは第三項、第十八条の二第一項又は第十八条の七第一項の規定に

よる届出をせず、又は虚偽の届出をした者  

二  第十条第一項又は第十八条の九の規定に違反した者  

三  第二十六条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避した者  

第三十六条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務

に関し、前四条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して各本条の罰金刑を

科する。  

第三十七条  第十一条若しくは第十二条第三項（これらの規定を第十八条の十三第二項において準用する場

合を含む。）又は第十八条の十五第二項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、十万円以下

の過料に処する。  

 

   附 則（省略） 
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○大気汚染防止法施行令 

（昭和四十三年十一月三十日政令第三百二十九号） 

最終改正：平成一七年五月二七日政令第一八九号 

 

 

 内閣は、大気汚染防止法 （昭和四十三年法律第九十七号）第二条第三項 、第五項 及び第六項 、第三条

第一項 、第二十二条 、第二十六条第一項 並びに第三十一条 の規定に基づき、並びに同法 を実施するた

め、この政令を制定する。 
 
（特定粉じん）  

第二条の四  法第二条第九項 の政令で定める物質は、石綿とする。  

（特定建築材料）  

第三条の三  法第二条第十二項 の政令で定める建築材料は、吹付け石綿とする。  

（特定粉じん排出等作業）  

第三条の四  法第二条第十二項 の政令で定める作業は、次に掲げる作業とする。  

一  建築基準法 （昭和二十五年法律第二百一号）第二条第九号の二 に規定する耐火建築物又は同条第九号

の三 に規定する準耐火建築物で延べ面積が五百平方メートル以上のもの（次号において「特定耐火建築物

等」という。）を解体する作業であつて、その対象となる建築物における特定建築材料の使用面積の合計が五

十平方メートル以上であるもの  

二  特定耐火建築物等を改造し、又は補修する作業であつて、その対象となる建築物の部分における特定建築

材料の使用面積の合計が五十平方メートル以上であるもの  

（報告及び検査）  

第十二条   

６  環境大臣又は都道府県知事は、法第二十六条第一項 の規定により、特定工事を施工する者に対し、特定

粉じん排出等作業の対象となる建築物の部分における特定建築材料の種類並びにその使用箇所及び使用面

積、特定粉じん排出等作業の方法並びに法第十八条の十五第三項 の環境省令で定める事項について報告

を求め、又はその職員に、特定工事の場所に立ち入り、特定工事に係る建築物、特定粉じん排出等作業に使

用される機械器具及び資材（特定粉じんの排出又は飛散を抑制するためのものを含む。）並びに関係帳簿書

類を検査させることができる。  

 

   附 則（省略） 
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○大気汚染防止法施行規則 

（昭和四十六年六月二十二日厚生省・通商産業省令第一号） 

最終改正：平成一五年三月二五日環境省令第五号 

 

 

 大気汚染防止法 （昭和四十三年法律第九十七号）に基づき、及び同法 を実施するため、大気汚染防止法

施行規則（昭和四十三年厚生省通商産業省令第二号）の全部を改正する省令を次のように定める。 

（用語）  

第一条  この省令で使用する用語は、大気汚染防止法 （昭和四十三年法律第九十七号。以下「法」という。）及

び大気汚染防止法施行令 （昭和四十三年政令第三百二十九号。以下「令」という。）で使用する用語の例によ

る。  

（特定粉じん排出等作業の実施の届出）  

第十条の四  法第十八条の十五第一項 及び第二項 の規定による届出は、様式第三の四による届出書によつ

てしなければならない。  

２  法第十八条の十五第三項 の環境省令で定める事項は、次のとおりとする。  

一  特定粉じん排出等作業の対象となる建築物の概要、配置図及び付近の状況  

二  特定粉じん排出等作業の工程を明示した特定工事の工程の概要  

三  注文者の氏名又は名称  

四  届出をする者の現場責任者の氏名及び連絡場所  

五  下請負人が特定粉じん排出等作業を実施する場合の当該下請負人の現場責任者の氏名及び連絡場所  

 

   附 則（省略） 












